例規制定概要書
１　対象例規と制定改廃の別
　　佐倉市介護予防・日常生活支援総合事業実施規則の制定
２　背景
　　平成２６年６月に公布された「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」（平成２６年法律第８３号）により、介護保険法（以下「法」という。）の改正が行われました。この改正により、平成２９年度までに全ての市町村において、地域支援事業として介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）を次のとおり実施することとなりました。
（１）介護予防給付として要支援者を対象に実施していた、介護予防訪問介護及び介護予防通所介護を、総合事業として実施します。また、要支援者を対象に実施していた介護予防支援（指定介護予防支援を受ける者を除く。）を、総合事業として実施します。
（２）地域支援事業の一環として実施していた介護予防事業（体操教室など）を、総合事業として実施します。
（３）総合事業では、第１号被保険者のうち、厚生労働省告示第１９７号に定める基準に該当する者（以下「基本チェックリスト該当者」という。）に対し、要支援者と同等のサービスを提供します。
３　対応方針
　　総合事業の実施に必要な次の事項を定めます。
（１）実施事業について
　　ア　介護予防訪問介護を第１号訪問事業、介護予防通所介護を第１号通所事業、介護予防支援事業を第１号介護予防支援事業として実施することとします。事業の対象は、基本チェックリスト該当者にも拡大します。
　　イ　地域支援事業として実施してきた介護予防事業を、一般介護予防事業として引き続き実施します。
　　ウ　具体的な事業の内容については、本市の実態に応じ、別に定めることとします。
（２）第１号事業支給費の支給の要件について
　　　第１号訪問事業及び第１号通所事業（以下「第１号訪問・通所事業」という。）に要する費用の支給は、次の場合に限り行うこととします。
　　ア　要支援者又は基本チェックリスト該当者が、第１号介護予防支援事業を受けることについて、佐倉市に届け出た上で、当該事業で作成される計画の下、第１号訪問・通所事業を利用した場合
　　イ　要支援者が、介護予防支援を受けることについて、佐倉市に届け出た上で、当該事業で作成される計画の下、第１号訪問・通所事業を利用した場合
（３）支給限度額及び自己負担額について
　　　介護予防給付においては、介護予防サービス費区分支給限度基準額（以下「区分支給限度基準額」という。）により、要支援の認定の区分に応じた支給限度額が決められており、この支給限度額内で介護予防給付を受ける場合、利用者の自己負担は１割となります。
　　　これに合わせて、第１号訪問・通所事業の支給限度額について、次のとおり定めます。
　　ア　支給限度額
　　　　基本チェックリスト該当者の支給限度額は、厚生労働省のガイドラインに沿い、要支援１の認定の区分の額とします。
　　　　要支援者の支給限度額は、支給限度基準額により定められていますが、要支援者は、介護予防給付と総合事業の双方のサービスを提供される場合があります。その場合、介護予防給付と総合事業の支給限度額を合算して額を算定することとします。
　　イ　自己負担額
　　　　第１号訪問・通所事業では、移行前の介護予防給付と同等のサービスを提供することになるため、介護予防給付の自己負担割合に合わせて、第１号訪問・通所事業を利用する要支援者及び基本チェックリスト該当者の自己負担割合を１割とします。
（４）高額医療合算介護予防サービス費等に相当する場合について
　　　介護保険法施行規則第１４０条の６３の２第３項では、総合事業によるサービス利用に係る利用者負担が家計に与える影響を考慮し、高額介護予防サービス費に相当する事業及び医療保険の自己負担額を合算した額を考慮した高額医療合算介護予防サービス費に相当する事業や災害時の利用料減免に相当する事業等を行うことができると規定しています。
　　　佐倉市においても、第１号訪問・通所事業を利用する要支援者及び基本チェックリスト該当者に過度な負担を負わせることがないよう、利用者負担が家計に与える影響を考慮し、利用者負担の割合を１割負担以下で市長が別に定めることとします。
（５）事業者の指定等について
　　　第１号訪問・通所事業及び第１号介護予防支援事業（以下「第１号事業」という。）を実施する事業者の指定の期間、手続等について定めます。
　　　第１号事業を行う事業者は、介護予防給付を行う事業者と実施主体、実施基準、運営基準等に変更がないため、介護予防給付を行う事業者の指定期間に合わせて６年と定めます。
（６）施行日について
　　本規則は、総合事業の開始に合わせて平成２９年４月１日から施行します。
４　政策内容
　　第１号訪問・通所事業の支給限度額、第１号事業の事業者の指定等について、介護予防給付と同様の取扱いをし、従前のサービスと同様の手続を行うことにより、継続的な運営をすることができます。
　　
